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はじめに

今後も契約者保護の視点に立ち、公共性を併せ持

つ保険事業者としての社会的責任を自覚し、前期に
増して職務に邁進してまいる所存です。引き続き皆
様のご指導ご鞭撻をよろしくお願い申し上げます。

e-Net少額短期保険株式会社

代表取締役社長 土屋 知博

この度、平成２７年度における当社事業概要を示
すディスクロージャー誌を作成致しました。e-Net
少額短期保険㈱がどのような会社なのか、簡潔にわ
かりやすく説明しております。ご高覧頂き、少しで
もご理解を深めていただければ幸いです。

ご承知の通りの厳しい経済状況にもかかわらず、
業績拡大への布石が徐々にその効果を表し始めてい
ます。協力関係にある各販売提携先との連携を更に
強めながら、この流れを確固たるものとし、少額短
期保険業界において中核企業たる地位を築けるよう
今後も精進してまいりたいと存じます。契約者の皆
様はもちろんのこと、ステークホルダーの皆様に対
しまして、これまでのご支援とご協力にあらためて
感謝申し上げる次第です。

１．人材の育成 変革ができる人材の養成

・組織は人・人材によって成り立ちとの
認識のもと、社員相互に認め合う企業
風土の醸成を目指します。

２．収益力の向上

・収入保険料偏重から収益性重視へ方針
転換し経営の効率化を目指します。

３．コンプライアンス意識の常態化

・信頼と収益の根源であり、業務と表裏
一体との認識のもと、高い想像力・先
見性に基づく適切な判断と行動を目指
します。

経営方針

１．全てのお客様に感謝し、公平に接します。

２．関連する全ての法令、ルールを遵守する
ようコンプライアンスを徹底します。

３．お客様のニーズの的確な把握と最適な商
品・サービスの提供に努めます。

４．保険契約の内容や重要事項について、正
確で分かりやすい説明を行います。

５．迅速かつ適正な損害事故処理サービスを
提供します。

６．お客様情報は、適切に管理し、目的外に
は利用せず、漏洩しないよう万全の体制
で臨みます。

７．自立した代理店を育て、公正でかつ健全
な関係を維持し共存共栄していきます。

行動基準
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事業ポリシー

顧客満足

当社は、不動産管理ソフトと保険業務を連携さ
せたシステム開発を手始めに、これまで保険事務
軽減と収益アップを目的とした様々な支援プロ
ジェクトを推し進めてまいりました。保険契約者、
代理店をはじめ、ステークホルダー*の満足度を
あげるために何をしたらいいのか常に考え続け
ています。

２

財務強化

当社は平成２０年に大手損害保険会社と業務及
び資本提携を結んだのち、契約件数を着実に拡大
させてきました。財務体質強化への強力な後ろ盾
の存在は取りも直さず、「安心-Safety」、「安
全-Security」、「安定- Stability」、この３S経

営を保証する大きな担保となっています。

未来投資

当社は、保険事務のIT化に向けた積極的な投資
により、 Webシステム*「News」の開発に成功
しました。インターネット環境さえあれば、代理
店での保険事務を「より簡単に」、「より効率的
に」行えるようになったのです。
代理店にとって、Newsシステムによる事務ロー
ドの軽減と継続手数料の確保は、収益に直接関係
するだけに、当社との代理店契約を決定する際の
ひとつの重要なファクターになっています。

財務強化・未来投資・顧客満足

日本における賃貸住宅市場の規模は平成２５年
速報値で約18、519千戸といわれています。
（この内空室数は約８，１９６千戸。平成２７年
度国土交通省資料提供）
この市場をめぐって、日本や外国の保険会社間で、
火災保険契約獲得に向けた熾烈な競争が繰り広げ
られています。そんな中、当社がこの市場で着実
にシェアを拡げていくために必要ないくつかのポ
イントの中から、特に重要と考えている点が３つ
あります。

❈Webシステムとはインターネットで標準的に用いられる情報

提供システム上で動くシステムのこと。
ウェブ（world wide web)はデータ転送プロトコルのHTTP、

情報資源の所在を指定するURL、マークアップ言語のHTMLなど
の基本技術で構成される。

Webの原義はくもの巣。世界中に情報網が張り巡らされている
様子を表したもの。

❈ステークホルダーとは、企業に対して利害関係を持つ人や企業
活動と関係するあらゆる関係者、すなわち利害関係者を指す。
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【金融経済環境】 

            当期の我が国経済をみると、雇用・所得環境や非製造業を中心とした企業

集積の改善傾向がみられたものの、個人消費や設備投資の回復に遅れがみら

れました。この結果、個人の経済活動に好影響が出ているという状況には至

っていません。 

 

【事業の経過及び成果】 

     このような経済状況の下、当社は引き続き、あいおいニッセイ同和損害保険㈱との提携関 

係をはじめとして様々な販売経路を活用することにより代理店の新設及び育成を図りました。 

大型かつ高品質な代理店の新設に努めた結果、保険料収入は前年同期比２２．６％の増加を 

達成することができました。また、賃貸住宅入居者のニーズを反映した商品改定を行うとと 

もに、不動産業者の本業と連動したより効率的な代理店業務を行うための事務システムの開 

発を行いました。今後とも継続的な事業の発展を目指してまいります。 

 

 

【営業戦略と事業方針】 

システムの整備による事務ロードの軽減をベースにした営業戦略を基本に、市場動向に迅

速柔軟に対応すること、そして顧客ニーズ・代理店ニーズを的確に把握し、決して後回しに

せず早期に解決を図ることを事業方針の柱としてまいりました。今後もこの視点を大切にし

ながら、ニーズに沿った商品およびサービスの開発や新規募集網の開拓を図ってまいります。 

 

   【今後の課題】 

     当社におきましては、既存代理店の増強ならびにより強力な代理店の新設および効率的な

費用の管理に努め、その成果を業績に反映させることが最大課題と認識し、その実現に向け

て努力いたします。大型代理店の新設・既存代理店の高稼働化・事務システム活用の定着等々

に向けて、組織的に取り組む所存です。併せて、社員・代理店教育を強化し、コンプライア

ンスを遵守した業務展開を実施いたします。 

経営について

事業の概況
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経営について

代表的な経営指標

（単位：千円） 

区    分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

元受正味保険料 1,102,088 1,422,910 1,736,524 

正味収入保険料 175,040 140,887 172,310 

正味損害率 18.2％ 21.7％ 15.6％ 

正味事業費率 49.2％             34.2％ 1.1％ 

保険引受利益 52,234 56,839 94,291 

経常利益 56,989 56,921 94,381 

当期純利益 51,364 51,639 86,209 

ソルベンシーマージン比率 680.1％ 807.6％ 1824.7％ 

総資産 962,855 1,165,431 1,463,026 

保険業法上の純資産額 275,425 331,291 422,016 

 

元受正味保険料：元受保険料－（元受解約返戻金＋元受その他返戻金）

正味収入保険料：元受正味保険料－出再正味保険料

正味損害率：（正味支払保険金＋正味損害調査費）÷正味収入保険料

正味事業費率：正味事業費÷正味収入保険料

保険引受利益：保険引受収益－保険引受費用－保険引受に係る営業費及び一般管理費＋その他収支

経常利益：通常の営業・資産運用等の活動で生じた利益

当期純利益：経常利益に特別損益や法人税等を加減した事業年度の最終利益

ソルベンシーマージン比率：保険会社の支払い余力の割合を示す指標（リスク計測方法について、
３３ページをご参照ください。）

保険業法上の純資産額：貸借対照表の純資産の部合計額＋異常危険準備金＋価格変動準備金

６



コーポレート・ガバナンス態勢

　　　①　取締役会

　　　　　　当社は、業務執行の決定および取締役の職務執行の監督を目的とする機関として

　　　　　取締役会を設置しており、当社の生命線として、経営全般の方向性等を決定する重

　　　　　要な機能を担っています。

　　　　　取締役6名のうち、社外取締役1名を配しており、客

　　　　　観的な視点や牽制機能によって企業の健全性を維持し、

　　　　　経営の透明性と公平性を向上させることで、ステーク

               ホルダー全体の利益を守る態勢を 整えています。

              

　　　②　リスク・コンプライアンス委員会

  　　　　　                             　        　コーポレートガバナンス全体に係るリスク管理及

  　　　　　                                        びコンプライアンス推進を行うための組織として、

  　　　　　                                       リスク・コンプライアンス委員会をび設置しています。

  　　　　　　　 　　　　　　　  　　    経営計画、経営主要指標、コンプライアンスうの管理

  　　　　　                                       ・分析・推進、諸計画の作成・実施・管理、内部監査、

                                                        代理店監査、人事、不祥事、苦情対応、商品開発、シ

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　     ステム開発などを含む重要事項について、社内横断的

                                                         に協議・意見調整を行い、そこで取り上げた重要な事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項については取締役会に報告しています。　 

　　　　　③ 　営業会議

　  安定した経営基盤を築くために、経営計画達成のための営業戦略の具体的な実行

  を主な目的として、定期的に会議を重ねています。

　　　　　④　監査役

　　　　　　 当社には専門性を有する監査役２名を配し、各取締役の職務執行について監査を

　　　　　 行なっています。監査実施にあたっては、常にコーポレートガバナンスの視点に立

　　　　　 った公正な監査を行なうよう努めています。

経営について

コーポレート・ガバナンス
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経営について

（１）コンプライアンス態勢

　　　①　コンプライアンスへの取り組み

　　　　　　当社では、経営方針、行動指針および法令等遵守規程に基づき、コンプライアンスの徹底

　　　　　を業務上の最優先課題として取り組むよう教育指導を行なっています。また、営業活動にあ

　　　　　たっては、勧誘方針、個人情報保護方針、反社会的勢力への基本方針を定めるとともに、こ

　　　　　れらに沿った社内体制を整えております。コンプライアンスに関する指導内容については、

　　　　　随時見直しを行い、コンプライアンスの精神を浸透させるために定期的な研修を実施するな

　　　　　ど、一層の周知・徹底を図っています。更にお客様をはじめ、社会全体の信頼に応えること

　　　　　のできる少額短期保険業者として、健全かつ適切な業務運営に努めています。

　　　　　　　　

　　　②　コンプライアンス体制

コンプライアンス

教育・指導

　　　　＜法令違反発生時の報告体制＞

取締役会担当役員
監査監査報告

経営企画部

リスク・コンプライアンス委員会
内部監査部門

指示

責任者

社内各部門・代理店

監査報告

監査 報告

指示

経営企画部取締役会

報告

リスク・コンプライアンス委員会

監査役

コンプライアンス
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　　　　（２）組織体制

①　取締役会

　  取締役会は、法令等遵守のため、コンプライアンスに関する基本方針、コンプライア

　ンス・マニュアル及びコンプライアンス・プログラムの策定を行い、役職員の法令等の

　遵守を求め、企業倫理の確立に努めています。

②　リスク・コンプライアンス委員会

　  リスク管理及びコンプライアンスの推進・徹底を図るため、取締役会の下に、「リス

   ク・コンプライアンス委員会」を設置し、「コンプライアンス・マニュアル」、「コン

   プライアンス・プログラム」の企画・立案、コンプライアンスの実施及び推進状況のモ

   ニタリング、教育研修の実施計画の策定等を含む重要事項について、社内横断的に協議

　　　　　　・意見調整を行い、そこで取り上げた重要な事項については取締役会に報告しています。

③　当社では、次の規程を整備しています。

   ●経営方針

　●行動基準

　●勧誘方針

　●個人情報保護方針

　●反社会的勢力への基本方針

　●法令等遵守規程

　●保険金支払を適切に行うための態勢整備の基本方針

　●コンプライアンス・マニュアル

④　コンプライアンス教育・研修

　  全役職員・代理店に対するコンプライアンス教育・研修を当社における最重要テーマ

  と位置づけ、あらゆる機会を通じてコンプライアンスを徹底するため、コンプライアン

  ス教育 ・研修を実施しています。また、毎年在籍する全役職員及びすべての入社・退職

　　　　　  者から、コンプライアンス及び情報管理に関して十分留意して行動する旨の宣誓書を取

                りつけています。

⑤　モニタリング活動

　 日常業務について、事務担当者による業務報告を実施しており、この内容を毎日点検

  する中で、日常業務における不備を早期に発見し是正する活動を行っています。

経営について

コンプライアンス
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       （３）個人情報に関する取扱態勢

　　　　個人情報は保険契約の基礎をなすものであると同時に、その管理は極めて重要であり、情報保護の

　　　観点から、取扱いについては慎重を期した対応が求められています。当社は、個人情報保護方針（プ

　　　ライバシーポリシー）を定め、個人情報の保護に関する法律、行政手続における特定の個人を識別す

　　　るための番号の利用等に関する法律及びその他関係法令等や関連ガイドラインに基づいた取扱マニュ

        アルや各種規程類の整備を図りながら、安全で適正な個人情報の管理に努めています。

　　　①　内部規程の整備

　　　　規程については、以下のものを整備し、その内容の徹底に努めています。

         ●個人情報保護方針（プライバシーポリシー）

　　　●個人情報取扱規程

　　　

　　　②　システムセキュリティ

　　　　個人情報データベースへのアクセスについてはパスワード

　　　を必要とするとともに、社員毎にアクセス範囲を管理し、同

         時にアクセスログの管理も行っています。

　　　また当社ＷｅｂシステムＮｅｗｓへの不正な侵入を防ぐため、専用のファイヤーウォールを設置して

　　　おり、不正な侵入防止策を更に強化してまいります。

         

　　　③　代理店及び外部委託先

　　　　代理店については、個人情報保護マニュアルや代理店委託契約書に定める守秘義務規定等を遵守

　　　させるとともに、代理店監査や各種研修会等の機会を通じて情報漏えい防止策が適切に実施されて

　　　いるかどうか検証を行い、実効性ある防止策となるよう教育指導に努めています。外部委託

　　　先については委託する業務を精査したうえで守秘義務契約書を取り交わすなど適切に対応し

　　　ています。

　　　なお、当社は、（社）日本少額短期保険協会、少額短期保険業者および、特定の損害保険会社ととも

　　　に保険金額等のお支払または、保険契約の解除、取消し、もしくは無効の判断の参考とすることを目

　　　的として、保険契約に関する所定の情報を相互照会することがあります。

　　　（支払時情報交換制度）

経営について

コンプライアンス
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経営について

コンプライアンス

１１

①勧誘方針

当社は、「勧誘方針」を定め、その主旨に沿って業務を運営しております。

勧誘方針の全文は、当社ホームページに掲載しておりますのでご参照ください。

②反社会的勢力への基本方針

当社は、「反社会的勢力への基本方針」及び関連する社内規定を定め、その主
旨に沿って業務を運営しております。

反社会的勢力への基本方針の全文は、当社ホームページに掲載しておりますの
でご参照ください。

③個人情報保護方針

当社は、業務上取扱う個人情報に関して、個人情報保護の重要性に鑑み、また、
保険業に対する社会の信頼をより向上させるため、個人情報の保護に関する法
律、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
及びその他関係法令等を遵守し、個人情報を適正かつ厳正に取扱うとともに、
安全管理について適切な措置を講じます。また、当社における個人情報の取扱
い及び安全管理に係る適切な措置については、適宜見直し、改善いたします。

個人情報保護方針の全文は、当社ホームページに掲載しておりますのでご参照
ください。

（４）各種方針



経営について

（１）リスク管理態勢

① 　当社は、当社を取り巻くリスクとその状況を正しくとらえ、これに適切に対応することが、当

　社の企業価値、財務の健全性、収益性の向上などにつながるものと認識し、リスク管理態勢を整

　備しています。

②　そのために、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、当社をめぐるリスクの状況について

　社内横断的にモニタリングし、適切な対応を適時にとるとともに、重要な事項については取締役

　会に報告する体制を整えています。

　当社を取り巻くリスク（危険、危険度または損害を受ける可能性）の種類

〈保険引受リスク〉

　当社では、保険引受リスクを次のように細分化しています。

①一般保険リスク：　経済情勢や保険事故の発生率等が保険料設定時の予測に反して変動することにより

 　　　　　　　 　　 損失を被るリスク

②巨大リスク：　個別の契約または契約群に大規模な保険事故が発生し、巨額の支払が顕在化するリスク

③自然災害リスク：　自然災害（地震、台風等）によって、不特定多数の契約に大規模な広域集積損害 が

  　                           発生するリスク

〈資産運用リスク〉

　当社の資産運用は、財務の安全性や流動性の観点から、保険業法によって定めれている方法のうち、預

貯金のみに限定しています。

〈オペレーショナル・リスク〉

　当社では、オペレーショナル・リスクを次のように細分化しています。

①流動性リスク

     イ、資金繰りリスク：　保険会社の財務内容の悪化等による新契約の減少に伴う保険料収入の減少、

            大量ないし大口解約に伴う解約返戻金支出の増加、巨大災害での資金流出により資金繰りが悪

            化し、資金の確保に通常よりも著しく低い価格での資産売却を余儀なくされることにより損失

            を被るリスク

     ロ、市場流動性リスク：　市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著

            しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク

②事務リスク:  　役職員が事務作業を行うに際して、正確性を欠いたり、作業を怠ったり、失念したり、 

　もしくは不正を働くことにより、従業員を抱える組織がその補償責任などに伴い損失を被るリスク

③システムリスク：　情報システムのダウンまたは誤作動等の不備、不正使用により損失を被るリスク

④その他のリスク：　情報資産リスク（情報の毀損、改竄、漏洩等のリスク）、法務リスク（企業経営に

　係る民事責任、刑事責任、行政責任等のリスク）、事故・災害リスク（自然災害、事故、犯罪、病気な

　どのリスク）等

リスク管理

１２



リスク管理

（２）苦情処理態勢

　①　　当社は、お客様の相談・苦情への迅速な対応を的確に行なうため、役職員の教育・研修

　　   を実施するとともに、お客様からの電話、メール、文書等で受け付けた内容を受付者が当

        社システム「お客様の声」に入力のうえ、苦情、問合せ、解約に分類し、苦情と判断した

        場合は、各段階における解決・記録・点検・報告・検証・経営レベルへの報告・当局

        あて報告を行う態勢を整え、適切な対応と再発防止に活用しています。

       ②　相談・苦情対応

相談・苦情対応の流れは次のようになっています。

　　　　尚、平成22年10月から金融ＡＤＲ制度が発足し、お客様からの苦情については、当社のみな

　　　　らず、当社が加入する一般法人日本少額短期保険協会「少額短期ほけん相談室」においても受

　　　　け付けており、該当する苦情に対し真摯に対応しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談・苦情対応の流れ

不祥事件のおそれの調査

お
客
様

経営企画部

・苦情の受付・登録
・苦情の再発防止

外部機関
（金融ＡＤＲを含む）

代理店

リスク・コンプライ
アンス委員会

監督官庁

内部監査

－各部－

・苦情の受付・登録
調査・対応・解決

苦情の申立

報告

苦情の申立

不祥事件報告

指示
報告

報告

上申
調査要請
調査報告

取締役会

報告

苦情の申立

・迅速な初期対応

・事実確認調査
・解決までの対応

・苦情の解決
指示
報告

経営について
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保険商品の販売に関して、当社では代理店による販売を基本としています。代理店にな
るためには当社と代理店委託契約を結んだあと、財務局への登録を行う必要があります。

また販売保険商品が、賃貸マンション、アパート等にこれから入居しようとしている方や、
既に入居中の方を対象にしているため、地域に展開されている不動産業者の方が当社の代
理店の多くを占めています。代理店は、保険契約の締結や保険料の領収など保険募集業務
の全般及び万が一事故が発生した場合の受付等を受け持っています。

代理店業務の主な業務

当社を代理して行う保険契約の締結及びこれに付随する下記の業務です。

●保険料の領収、返還、保管ならびに管理

●保険料領収証の発行・交付

●保険証券等の交付（ただし、会社の指示がある場合に限る）

●保険契約の変更・解除等の申し出の受付（ただし、保険業法第309条に定める保険契約

の申し出の撤回または解除の申し出の受付を除く）

●保険の目的の調査

●保険契約の維持・管理（満期管理、満期返戻業務を含む）に関連する事項

●保険事故発生時の受付、被保険者への保険金請求手続きの援助等

●その他保険募集に必要な事項で会社が特に指示した業務

代理店になるためには

保険募集をはじめるには当社の代理店になっていただく必要があります。そのためには
前もって内閣総理大臣へ申請を行い、保険募集人として登録されなければなりません。同
時に募集を行うための資格試験（少額短期保険募集人試験）に合格しておく必要がありま
す。

研修・監査

保険業務は公共性の高い金融商品を取り扱いますので、極めて慎重に行わなければなら
ず、当社役職員や代理店については、法律や規則をしっかり守る高いモラル意識が求めら
れます。そのために当社では、代理店業務開始時に当社の商品を理解していただくこと、
事務システムの操作に慣れていただくこと、コンプライアンスを遵守していただくこと等
について研修を行います。また代理店業務開始後も、個別あるいは集合形式で、業務遂行
に必要な知識やコンプライアンスについて研修・指導を行い、法令に則った適切な業務を
遂行できるよう進めています。また代理店に対しては、代理店としての業務を適切に遂行
しているかどうか検証し、必要に応じて指導を行なっています。

募集制度

経営について

１４



MEMO



商品・サービスについて

主な取扱商品

新バリュープラン＆テナントガード ・・・・・・・・・・１７

各種サービス

住まいの現場急行サービス ・・・・・・・・・・・２１



あなたの安心と笑顔をサポートします
設備・什器補償
火災・風水災害・盗難等による被害にあった場
合、損害にあった設備・什器と同程度のものを
新たに購入・修復するために必要な標準的な額
（再調達価額）に基づき補償いたします。

商品・サービスについて

取扱商品

賃貸店舗施設総合保険賃貸住宅補償総合保険

あなたの安心と笑顔をサポートします
家財補償
火災・風水災害・盗難等による被害にあった場
合、損害にあった家財と同程度のものを新たに
購入・修復するために必要な標準的な額（再調
達価額）に基づき補償いたします。

１７

http://www.e-netcom.co.jp/ho_teng_index.html


商品・サービスについて

取扱商品

賃貸住宅補償総合保険

あなたの安心と笑顔をサポートします
賠償責任補償
大家さんや第三者に対する賠償事故が発生し、損害賠償責任が生じた場合補償いたします。

地震災害特約

費用補償

１８

※補償内容を充実させたプレミアムプランの他にスタンダードプランもご選択できます。



商品・サービスについて

取扱商品

賃貸住宅補償総合保険

あなたの安心と笑顔をサポートします
費用補償

１９



あなたの安心と笑顔をサポートします
店舗入居者賠償責任補償

大家さんや第三者に対する賠償事故が発生し、損害賠償責任が生じた場合補償いたします。

商品・サービスについて

取扱商品

賃貸店舗施設総合保険

補償内容・・・大家さんへの賠償責任について

２０
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商品・サービスについて

各種サービス

水周りのトラブルやカギを紛失した等で
お困りの際、専門業者を手配し、30分程
度の応急処置や解錠を行います。

２４時間365日

保険証券等記載の家財を収容する居住用の建物
（賃貸借契約上の占有部分内で発生するトラブルに限ります。共用部分および公的部分は除きま
す。またテナントガードは対象外となります。）

１．トイレの詰まり除去

２．給・排水管の故障によるあふれの原因個所の応急処置

３。給・排水管のつまり除去（３０分を超える作業料金および部品代はお客様負担となります。

４．玄関ドアのカギ開けサービス
（カギの作成・シリンダー交換の作業料金および部品代はお客様負担となります。）

※本サービスの実施の場合は、次に掲げる証明証の提示が必要になります。

①免許証等（但し、免許証等の身分証明証の住所が、本サービス対象物件の所在地との一致が必要）

②免許証がない場合には、顔写真付の公的機関発行の証明証でも可（但し、本サービス対象物件の
所在地と住所が同一のもの）

≪本サービスを提供できない主な事例≫
①給湯器・エアコン・ウォシュレット等の故障 ②給・排水管からの強い臭いや異音の発生
③室内外を問わず、給・排水管の凍結・解凍作業 ④雨漏り、上階・隣室からの水漏れ
⑤カギの開錠に伴うカギの作成、シリンダー交換 ⑥玄関ドア以外の開錠作業
⑦台風・豪雪、地震、噴火等の原因により破損、故障になった場合
⑧トラブル原因が入居者の故意による場合

※ 一部地域ではご利用いただけません。
※ 本サービスは、当社が株式会社安心ダイヤルと契約する「ハウスサポートサービス規程」に従って

ご提供するものであり、サービスのご提供は同規程に定めるところに従います。
（当社ホームページをご参照下さい。）

※ 本サービスの内容は、予告なく変更・中止する場合がありますので、あらかじめご了承ください。

住まいの現場急行サービス

２１



業績データ

直近の３事業年度における主要な業務の状況を示す指標

直近の３事業年度における主要な業務の状況を示す指標 ・・・・・２３

直近の２事業年度における主要な業務の状況

（１）主要な業務の状況を示す指標等 ・・・・・・・２４
（２）保険契約に関する指標等 ・・・・・・・２５
（３）経理に関する指標等 ・・・・・・・２６
（４）資産運用に関する指標等 ・・・・・・・２６
（５）特別勘定に関する指標等 ・・・・・・・２６
（６）責任準備金の残高の内訳 ・・・・・・・２６

直近の２事業年度における財産の状況

（１）貸借対照表 ・・・・・・・２７
（２）損益計算書 ・・・・・・・２８
（３）キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・２９
（４）株主資本等変動計算書 ・・・・・・・３０
（５）平成２７年度決算の個別注記表 ・・・・・・・３１
（６）ソルベンシー・マージン比率 ・・・・・・・３４
（７）時価情報等 ・・・・・・・３４



直近の３事業年度における主要な業務の状況を示す指標

（単位：千円） 

区    分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

経常収益 2,082,246 2,745,200 3,375,758 

経常利益 56,989 56,921 94,381 

当期純利益 51,364 51,639 86,209 

資本金 

発行済株式の総数 

207,000 

146 千株 

207,000 

146 千株 

207,000 

146 千株 

純資産額 250,647 302,286 388,495 

総資産 962,855 1,165,431 1,463,026 

責任準備金残高 152,673 159,982 228,178 

貸付金残高 － － － 

有価証券残高 － － － 

ソルベンシーマージン比率（注） 680.1％ 807.6％ 1824.7％ 

配当性向 － － － 

従業員数 25 人 26 人    35 人 

正味収入保険料 175,040 140,887 172,310 

 

業績データ

２３
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（注）リスク計測方法の変更について、３３ページをご参照ください。



直近の２事業年度における主要な業務の状況

(1)主要な業務の状況を示す指標等
　　（単位：千円）

区　　分 種 目 平成26年度 平成27年度

火　災 140,814 172,220         

費　用 73 89                

合　計 140,887 172,310         

火　災 1,422,182 1,735,626       

費　用 728 897               

合　計 1,422,910 1,736,524       

火　災 1,281,367 1,563,405       

費　用 655 808               

合　計 1,282,022 1,564,214       

火　災 89,890 118,051         

費　用 0 0

合　計 89,890 118,051         

火　災 56,555           94,312           

費　用 284               -20               

合　計 56,839 94,291           

火　災 30,634 26,799           

費　用 0 0

合　計 30,634 26,799           

火　災 219,784 244,068         

費　用 0 0

合　計 219,784 244,068         

火　災 189,150 217,269         

費　用 0 0

合　計 189,150 217,269         

元受正味保険金
　
〔元受保険金-元受保険金戻入〕

回収再保険金

解約返戻金

正味収入保険料

〔元受正味保険料-出再正味保険料〕

元受正味保険料

〔元受保険料-（元受解約返戻金＋元受その他返戻金）〕

支払再保険料

〔再保険料-（再保険返戻金＋再保険その他返戻金）〕

保険引受利益

〔保険引受収益-保険引受費用-保険引受に係る営業費及び一般管理費＋その他収支〕

正味支払保険金
　
〔元受正味保険金-出再正味保険金〕

業績データ
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直近の２事業年度における主要な業務の状況
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(2)保険契約に関する指標等　
　　（単位：千円）

種　目 平成26年度 平成27年度

　－ 　－

火　災 21.7% 15.6%

費　用 0 0

合　計 21.7% 15.6%

火　災 34.2% 1.1%

費　用 　－ 　－

合　計 34.2% 1.1%

火　災 55.9% 16.7%

費　用 　－ 　－

合　計 55.9% 16.7%

火　災 15.4% 14.1%

費　用 0 0

合　計 15.4% 14.1%

火　災 70.9% 67.6%

費　用 　－ 　－

合　計 70.9% 67.6%

火　災 86.3% 81.7%

費　用 　－

合　計 86.3% 81.7%

1 1                          

100% 100%

   A+　100％    A+　100％

51,391 71,197                   

契約者配当金の額

区　　分

正味損害率

〔（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料〕

正味事業費率

〔正味事業費÷正味収入保険料〕

コンバインド・レシオ（合算率）

〔正味損害率＋正味事業費率〕

損害率

事業費率

出
再
控
除
前

合算率　

出再を行なった再保険者の数

出再保険料の上位５社の割合

出再保険料の格付ごとの割合

未収再保険金の額



直近の２事業年度における主要な業務の状況

(4)資産運用に関する指標等
　　(単位：千円）

区　　分 平成26年度 平成27年度

資産運用の概況 現預金のみ 現預金のみ

利息配当収入の額 82 89

利息配当の運用利回り 0.023% 0.018%

有形固定資産及び有形固定資産合計の残高 7,908 19,808

（海外投資、有価証券投資、貸付金に関する指標は該当ありません。）

(5)特別勘定に関する指標　（該当ありません。）

業績データ
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(6)責任準備金の残高の内訳
　　（単位：千円）

区　　分 平成26年度 平成27年度

普通責任準備金 130,978 194,656         

異常危険準備金 29,005 33,521           

(3)経理に関する指標等
　　(単位：千円）

区　　分 種　目 平成26年度 平成27年度

火災 8,235 13,487           

費用 0 65

合計 8,235 13,552           

火災 159,951 228,091         

費用 31 86                

合計 159,982 228,178         

－ －

0 0

1,011,640 1,180,487       

1,378            1,420

発生損害額の増加額＝正味既経過保険料Ｘ１％

損害率の上昇に対する経常利益の額の変動

計算方法

経常利益の減少額

発生損害率が１％上昇すると仮定します。

支払備金の額

責任準備金の額

貸倒引当金/期末残高/期中の増減額/貸付金償却の額

利益準備金及び任意積立金

事業費（損害調査費含む）

損害率の上昇シナリオ
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【 【 1,067,091 】 【 1,349,197 】 【 【 863,144 】 【 1,074,531 】

351,482 479,061 8,235 13,552

4,857 5,087 159,982 228,178

258,028 301,034 11,490 17,005

160 186 136,943 157,069

6,884 11,803 472,030 565,570

414,919 507,460 71,847 75,406

6,300 6,300

24,417 25,622

12,614

43 25 0 0

【 【 97,249 】 【 112,664 】 2,439 17,367

（ （ 7,908 ） （ 19,808 ） 179 381

4,053 5,865

1,141 1,140 863,144 1,074,531

18,510 30,661

-15,795 -17,859

（ （ 45,889 ） （ 42,694 ） 【 【 302,286 】 【 388,495 】

16 16 （ 資本金 ） （ 207,000 ） （ 207,000 ）

45,873 42,678 207,000 207,000

（ （ 43,452 ） （ 50,161 ） （ （ 177,000 ） （ 177,000 ）

1,168 2,179

9,435 13,718 177,000 177,000

14,224 15,532 （ 利益剰余金 ） （ -81,714 ） （ 4,495 ）

626 731 -81,714 4,495

18,000 18,000

【 【 1,091 】 【 1,165 】

1,091 1,165 302,286 388,495

1,165,431 1,463,026 1,165,431 1,463,026

再保険貸

流動資産 】 流動負債

未収金

貯蔵品 責任準備金

未収保険料 未払金

平成27年度科　　目 平成27年度 科　　目

】

現金及び預金 支払備金

未払事業税等

リース資産

未収収益

負債及び純資産の部合計

負債の部合計

資産の部合計

純資産の部合計

仮払金 預り金

前払い費用

リース債務

固定資産 】 未払法人税等

繰延資産

敷金 繰越利益剰余

供託金

（１）貸借対照表

繰延資産 】

資本準備金

長期前払費用

ソフトウェア 資本金

その他資産 ） 資本剰余金 ）

差入保証金

無形固定資産 ） 株主資本

電話加入権

減価償却累計

繰延税金資産

営業用不動産

保険積立金

平成26年度

負債の部

純資産の部

平成26年度

資産の部

その他の 有形
固定資産

代理店借

代理店貸 再保険借

有形固定資産 ）

】

仮受金
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【 【 2,745,200 】 【 3,375,758 】

1,512,800 1,854,576

189,150 217,269

960,991 1,172,281

80,067 105,787

82 89

1,888

223 25,755

【 【 1,679,072 】 【 2,105,635 】

217,350 237,756

2,434 6,311

89,890 118,051

1,362,089 1,670,001

542

4,775

3,083 63,679

4,226 4,516

保険総利益 1,066,128 1,270,122

【 【 1,009,206 】 【 1,174,175 】

営業利益 56,921 95,947

【 】

雑損失等 1,566

経常利益 56,921 94,381

【

27

【 】

524

税引前当期純利益 56,921 93,884

法人税及び住民税
等

5,283 20,289

法人税等調整額 -12,614

当期純利益 51,639 86,209

平成27年度

支払備金戻入

（２）損益計算書
単位：千円

科 　 目

経常収益 】

収入保険料

再保険金収入

再保険手数料収入

再保険返戻金収入

その他の再保険収入

利息配当金収入

IBNR支払備金戻入

雑収入

経常費用 】

支払保険金

営業外費用

損害調査費

解約返戻金

支払備金繰入

責任準備金繰入

異常危険準備金繰入

特別損失

固定資産売却除却損

平成26年度

責任準備金戻入

IBNR支払備金繰入

特別利益 】

固定資産売却除却益

営業費及び一般管理費 】

再保険料
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２９

（３）キャッシュ・フロー計算書
　　　　　　(単位：千円）

科　　　目 平成26年度 平成27年度
営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　　保険料の収入 1,512,800                1,854,576               
　　　　再保険収入 1,230,207                1,495,338               
　　　　その他の収入 △99,436 △121,465
　　　　保険金等支払による支出 △219,784 △244,068
　　　　解約返戻金等支払による支出 △89,890 △118,052
　　　　再保険料支払による支出 △1,362,089 △1,670,002
　　　　事業費の支出 △1,009,206 △1,174,175
　　　　その他 121,416                  123,172                 

小　　　計 84,018                    145,324                 
　　　　利息及び配当金等の受取額 64                         107                      
　　　　利息の支払額 - -
　　　　契約者配当金の支払額 - -
　　　　その他 223                        25,755                   
　　　　法人税等の支払額 △8,004 △5,158
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 76,301                    166,028                 
投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　　預貯金の純増減額（△は増加） △2,010 △4,410
　　　　有価証券の取得による支出 - -
　　　　有価証券の売却・償還による収入 - -
　　　　有形固定資産の取得による支出 △5,255 △18,348
　　　　有形固定資産の売却による収入 - 414                      
　　　　無形固定資産の取得による支出 △15,789 △13,360
　　　　その他投資活動による支出 △14,188 △10,922
　　　　その他投資活動による収入 540                        3,767                    
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △36,702 △42,859
財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　借入れによる収入 - -
　　　　借入金の返済による支出 - -
　　　　社債の発行による収入 - -
　　　　社債の償還による収出 - -
　　　　株式の発行による収入 - -
　　　　自己株式の取得による支出 - -
　　　　配当金の支払額 - -
　　　　その他 - -
　　財務活動によるキャッシュ・フロー -                           -                          
現金及び現金同等物に係る換算差額 - -
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 39,599                    123,169                 
現金及び現金同等物期首残高 79,767                    119,366                 
現金及び現金同等物期末残高 119,366                  242,535                 
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（４）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

科　　目 平成26年度 平成27年度

前期末残高 207,000 207,000

当期変動額 新株の発行 0 0

当期末残高 207,000 207,000

前期末残高 177,000 177,000

当期変動額 新株の発行 0 0

当期末残高 177,000 177,000

繰越利益
剰余金

前期末残高 -133,353 -81,713

当期変動額 当期純損益金 51,639 86,209

その他変動事由 0 0

当期末残高 -81,714 4,495

前期末残高 -133,353 -81,713

当期変動額 51,639 86,209

その他変動事由 0 0

当期末残高 -81,714 4,495

前期末残高 250,647 302,286

当期変動額 51,639 86,209

その他変動事由 0 0

当期末残高 302,286 388,495

前期末残高 250,647 302,286

当期変動額 51,639 86,209

その他変動事由 0 0

当期末残高 302,286 388,495

その他利益剰余金

利益剰余金

株主資本計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金

利益剰余金
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Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法
　　  棚卸資産の評価基準及び評価方法    最終仕入原価法
２. 固定資産の減価償却の方法
　　  不動産及び動産  　定率法
　　  無形固定資産　　  定額法
３. 当期末における支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりです。
　[支払備金]
　　支払備金（出再支払備金控除前）　 　　　　　　     107,551,110円
　　同上にかかる出再支払備金　　　 　　　　　　　96,113,307円
　　差引（イ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　11,437,803円
　　ＩＢＮＲ支払備金（出再ＩＢＮＲ支払備金控徐前）21,993,932円
　　同上に係る出再支払備金 19,878,962円

　　差引（ロ） 2,114,970円

　　計（イ＋ロ） 13,552,773円

　[責任準備金]
　　普通責任準備金（初年度収支残） 194,656,974円

　　異常危険準備金 33,521,725円

　　計 228,178,699円

４. リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引に
　 ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
５. 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
６. １株当り純資産額は、2,660.9円です。

　　　　　7.  当期より税効果会計を適用しています。

Ⅱ． 貸借対照表に関する注記

１.有形固定資産の減価償却累計額  17,859,647円
　　　　　2. 貸借対照表に計上した固定資産のほかリース契約により使用している重要な固
　　　　　　 定資産としてソフトウェアがあります。

業績データ
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（5）個別注記表・・・自平成２７年４月１日～至平成２８年３月３１日



  Ⅲ． 損益計算書に関する注記 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

１. 収益及び費用の計上基準 

     ①収益の計上基準は、発生主義に基づく実現主義で計上しています。具体的には保険 

       始期ベ－スで計上しています。    

     ②費用の計上基準は、発生主義で計上しています。    

 2. 収益及び費用に関する金額 

   ①正味収入保険料は、172,310,309 円です。    

  ②正味支払保険金は、  26,799,330 円です。    

  ③支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりです。差額補充法によ 

 

は 

 

 

 

 

 

       って積み立てています。    

    支払備金繰入額（出再支払備金控除前）                 59,191,594 円 

 

   

    同上に係る出再支払備金繰入額              54,416,567 円    

    差引（イ）                        4,775,027 円    

    ＩＢＮＲ支払備金繰入額（出再ＩＢＮR 支払備金控徐前）  6,273,940 円    

    同上に係る出再ＩＢＮR 支払備金繰入額          5,730,969 円    

        差引（ロ）                             542,971 円    

    計（イ＋ロ）                       5,317,998 円    

   ④責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりです。 

   差額補充法によって積み立てています。 

 
 

 

    普通責任準備金繰入額（初年度収支残）         63,679,302 円    

       異常危険準備金繰入額                   4,516,923 円    

    計                                                   68,196,225 円 

円 

   

 ３.利息配当金収入は、主に八十ニ銀行の定期預金に係る預金利子であります。    

 ４.１株当たりの当期純利益は、590.47 円であります。   

 

 

     

 

 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記    

 

と

う 

1.当期事業年度の末日における発行済株式の数 １４万６千株であります。 

  

      

      

１

４

１

４

４

１

１

４

１

４

  

    

 

が

い

と 

    

     

 

が

い 
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  Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 関連当事者との取引は以下のとおりです。 

     １．関連当事者の概要及び当社との関係 

 

 

 

  

     ①名       称             あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

  

     ②議決権の所有割合        ３８．４％ 

  

   ２．取引により発生した債権債務に係る主な科目別の期末残高 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科    目 残    高 

再保険手数料（収益） 1,172,281 

回収再保険金（収益） 217,269 

再保険返戻金（収益） 105,787 

再保険料（費用） 1,670,002 

出向負担金（費用） 30,070 

再保険貸（債権） 507,448 

再保険借（債務） 565,570 

（単位：千円） 
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  Ⅴ．税効果会計に関する注記 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 繰延税金資産の総額は 12,614,546 円であります。 

 

関連当事者との取引は以下のとおりです。 

    繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金 12,614,546 円であります。 
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保険は確率的な事象を扱うため、通常発生しうる程度の損害額は統計的に予測可能です。 しかし、通常では予測
不可能な大規模な損害が発生した場合にも、保険会社はその損害に対する補償をする必要があります。 この、通
常の予測を超えたリスクに対応する余力を示したものがソルベンシー・マージン比率です。 その意味で「ソルベ
ンシー・マージン」はしばしば「支払余力」と訳されます。この数値が200%を下回った場合、原則として金融
庁から何らかの監督上の措置(早期是正措置)がとられることとなっているため、行政上の取り扱いとしては
200%を超えていれば安全な会社とみなす、とされています。
※平成２７年度より巨大災害リスクの計測方法を変更いたしました。過去２年度についても同様の変更を行って
いた場合、ソルベンシー・マージン比率は、平成25年度；1470.3％、平成26年度；1639.8％でありました。

業績データ
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（６）ソルベンシー・マージン比率

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度

(1)　ソルベンシー・マージン総額 330,200 422,571

301,195 387,330

②　価格変動準備金 - -

③　異常危険準備金 29,005 33,521

④　一般貸倒引当金 - -

⑤　その他有価証券の評価差額（税効果控除前）（99％又は100％） - -

⑥　土地含み損益（85％又は100％） - -

⑦　契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） - -

⑧　将来利益 - -

⑨　税効果相当額 - 1,719

⑩　負債性資本調達手段等 - -

告示(第14号)第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩(a)） - -

告示(第14号)第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩(b)) - -

⑪　控除項目（－） - -

(2)　リスクの合計額√[Ｒ1
2
+Ｒ2

2
]+Ｒ3+Ｒ4 81,772 46,315

保険リスク相当額 66,554 27,357

Ｒ1　一般保険リスク相当額 16,554 16,665

Ｒ4　巨大災害リスク相当額　 50,000 10,692

Ｒ2 　資産運用リスク相当額　 23,883 30,176

　価格変動等リスク相当額 - -

　信用リスク相当額 2,418 2,468

　子会社等リスク相当額 - -

　再保険リスク相当額 17,316 22,633

　再保険回収リスク相当額 4,149 5,074

Ｒ3　経営管理リスク相当額　 2,713 1,150

ソルベンシー・マージン比率　(1)/｛(1/2)×(2)｝ 807.6% 1824.7%

ソルベンシー・マージン比率とは？

①　純資産の部合計（社外流出予定額、評価・換算差額等及び繰延資産を除く。）

（７）時価情報等

有価証券 当該事項はありません。

金銭の信託 当該事項はありません。
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平成13年10月 e-Net共済会設立
平成13年10月 家財補償 e-Netバリュープランリリース
平成15年6月 本部移転
平成15年7月 基幹システム及び不動産管理・共済事務一体型システムの導入
平成16年1月 事業用補償 e-Netテナントプランリリース
平成16年3月 コンビニ収納事務開始
平成16年7月 口座自動振替収納事務開始
平成18年3月 Webシステム「NEWS」の導入
平成18年3月 株式会社（資本金3,000万円）に組織変更と同時に、本店を長野県 佐久市に移転
平成18年4月 保険業法改正により特定保険業者となる
平成18年6月 東京支店開設
平成18年9月 資本金増資（資本金 3,950万円 資本準備金 950万円）
平成20年2月 あいおい損害保険株式会社と業務提携
平成20年3月 資本金増資（資本金 9,200万円 資本準備金 6,200万円）
平成21年1月 少額短期保険業登録
平成21年3月 東京支店移転
平成21年9月 クレジット収納事務開始
平成21年10月 資本金増資（資本金 20,700万円 資本準備金 17,700万円）
平成22年4月 保険法制定にともない賃貸住宅・賃貸店舗普通保険約款改定
平成23年9月 携帯電話を利用したＱＲコードによるクレジット収納事務開始
平成24年7月 賃貸住宅入居者総合保険「新リビングガード」リリース
平成24年11月 賃貸住宅費用補償保険「Ｒｅ－Room」リリース
平成25年3月 賃貸住宅入居者総合保険「新リビングガードプラス」リリース
平成25年5月 九州営業所開設
平成26年9月 賃貸住宅入居者総合保険「新リビングガードスーパー」リリース
平成26年10月 本店移転
平成27年12月 賃貸住宅補償総合保険「新バリュープラン」リリース
平成28年2月 東京支店移転

本 店：長野県佐久市岩村田1826番地1

東京支店：東京都港区芝浦二丁目14番5号
ユニベル田町ビル６Ｆ

九州営業所：福岡市博多区上川端町12番地28号
安田第１ビル４Ｆ

店舗所在地
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組織図

株主総会

取締役会

社長

リスク・コンプライアンス委員会

業務部

経理部

損害調査部

営業本部 営業部

監査役

経営企画部

業務本部



株主・株式の状況（平成２８年３月３１日現在）

（２） 株式数 

       発行可能株式総数  600 千株 

       発行済株式の総数  146 千株 

 

     （３） 当年度末株主数 

       １７名 

 

     （４） 大株主 

 

株主の氏名又は名称 
当社への出資状況 

持株数等 持株比率 

あいおいニッセイ同和損害保

険株式会社 

土屋 知博 

坂口 智章 

田原 敏明 

佐藤 哲也 

八十二キャピタル㈱ 

佐藤 悟 

羽生田 宇多子 

田中 利勢子 

橋詰 一博 

56.0 千株 

 

25.8  

18.6 

15.0 

12.6 

4.9 

3.6 

2.9 

1.2 

1.2 

38.4 ％ 

 

17.7  

12.7 

10.3 

8.6 

3.4 

2.5 

2.0 

0.8 

0.8 

☞持株比率１０％以上の株主４名を含めて上位１０名の株主を掲載しています。 

 

（１） 株主総会に関する事項 

【第 10 期定時株主総会】 

   招集日   平成２7 年 6 月２6 日 

決議事項  １．当社第 10 期計算書類承認の件  

      本件は原案どおり承認可決されました。 

【臨時株主総会】 

招集日   平成２7 年 12 月２5 日 

決議事項  １．監査役１名選任の件  

   本件は原案どおり承認可決されました。 
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  会社役員に関する事項 

                             

氏  名 地位及び担当 重要な兼職 そ の 他 

田原 敏明 取締役会長 －  

土屋 知博 代表取締役社長 －  

谷口 雄一 常務取締役 －  

高坂 慎也 常務取締役 －  

荒井 純子 取締役   

矢野 達也 
社外取締役 あいおいニッセイ同

和損害保険株式会社 
 

佐藤 哲也 非常勤監査役 － 税理士 

川中 浩平 非常勤監査役 － 弁護士 

 

 

    

                          

 

役員の状況（平成２８年３月３１日現在）

使用人の状況（平成２８年３月３１日現在）

  

 

区 分 前期末 当期末 
当期増減 

（△） 

当期末現在 

平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額 

内務職員 ２6 名 31 名 5 名 42.8 歳 ２年 8 カ月 262 千円 

営業職員 － － － － － － 
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